
 

日
本
共
産
党
市
議
団
が
提
案 

公
職
選
挙
法
違
反
で
逮
捕
・
起
訴
さ
れ
て
い
た
今

津
俊
昭
議
員
に
対
し
、
９
月

30
日
に
広
島
地
裁
で
有

罪
判
決
（
懲
役
６
月
子
執
行
猶
予
４
年
）
が
出
さ
れ

ま
し
た
（
控
訴
中
）
。
こ
の
判
決
を
受
け
、
植
木
京

子
・
大
畑
美
紀
両
議
員
は
「
今
津
議
員
の
議
員
辞
職

を
勧
告
す
る
決
議
案
」
を
提
出
し
ま
し
た
。 

９
月
議
会
で
は
「
副
議
長
不
信
任
決
議
」
を
全
会

一
致
で
可
決
、
今
津
議
員
は
副
議
長
を
辞
任
し
て
い

ま
す
。 

賛
成
討
論
は
大
畑
議
員
、
堀
田
議
員
、
反
対
討
論

は
浜
崎
議
員
、
半
明
議
員
が
行
い
ま
し
た
。 

 

 

政党助成金 2009年は総額319億 4200万円 

導入 15 年で４７１９億円 
日本共産党が受け取りを拒否している政党

助成金は、政治腐敗の温床とされた企業・団体

献金の廃止を口実に導入されました。しかし、

導入以後もパーティー券購入を含む企業献金

は続けられています。 

使い道も問われず野放図に 

民主党８３，６％、自民党６８％（08年 政

治資金報告書による）と、政党助成金依存度は

高まっています。使い道も、ヘアメーク代、「会

議費」名目で高級料亭などでの飲み食い、租

税・保険料支払などや、政党支部での、貸し植

木代、台所用品、携帯ストラップ代、カーナビ

代等々、野放図な使途が続いています。 

政治をゆがめる政党助成金は廃止すべき 

自ら努力せず国民の税金を獲得できる政党

助成金は、国家から独立した自主組織としての

政党本来のあり方をゆがめるものです。企業献

金とともに廃止すべきです。 
賛
成
者
は
、
日
本
共
産
党 

植
木
・
大
畑
議
員
、

公
明
党 

砂
田
・
細
田
議
員
、
市
民
ク
ラ
ブ 

井
上

議
員
、
新
政
ク
ラ
ブ 

堀
田
・
佐
々
木
・
登
・
有
田
・

仁
井
田
議
員
、
成
蹊
会 

松
本
・
高
橋
議
員
、
廿
日

市
ク
ラ
ブ 
田
中
議
員
の
13
名
で
す
。 

反
対
者
は
、
は
つ
か
い
ち
21 

岡
本
・
古
井
・
丸

山
議
員
、
ク
ラ
ブ
進
風 

林
薫
・
山
田
・
藤
田
・
半

明
議
員
、
成
蹊
会 
徳
原
・
林
忠
正
・
栗
栖
議
員
、

社
会
市
民
ク
ラ
ブ 

小
泉
（
社
民
）・
広
畑
（
民
主
）
・

石
原
（
新
社
会
）
・
三
分
一
議
員
、
平
成
の
会 

浜

崎
議
員
の

15
名
で
す
。 

 

企業・団体献金禁止  

政党助成金廃止を 

答
弁 

福
祉
保
健
部
長 

 

①
待
機
児
童
解
消
の
一
時
的
措
置
と
さ
れ
て
い
る
が
、
国

会
審
議
等
の
動
向
を
見
守
り
た
い
。 

②
集
団
生
活
を
通
じ
て
心
身
の
健
全
な
発
達
を
支
援
す
る

た
め
、
園
児
数
は
適
正
規
模
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

玖
島
保
育
園
は
玖
島
全
体
の
児
童
数
を
考
え
る
と
存
続
が

困
難
な
状
況
に
あ
る
。
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
協
議
会
と
協

議
を
続
け
て
お
り
、
来
年
度
の
入
園
希
望
者
数
が
少
数
で

あ
れ
ば
、
当
面
休
園
す
る
方
針
で
あ
る
。
今
後
地
区
の
方
々

の
意
見
を
う
か
が
い
、
具
体
的
な
施
策
を
検
討
し
た
い
。 

 

（
玖
島
地
区
に
は
、
小
学
校
就
学
前
の
乳
幼
児
は
現
在
１８

人
い
ま

す
。
幼
稚
園
児
や
未
就
園
児
以
外
に
、
玖
島
保
育
園
で
は
乳
児
保

育
・
延
長
保
育
が
な
く
、
ま
た
、
園
児
数
が
少
な
い
と
の
理
由
で

３
歳
未
満
児
の
受
け
入
れ
も
中
止
し
て
い
る
た
め
、
や
む
な
く
他

の
園
に
通
園
し
て
い
る
例
も
あ
り
ま
す
。
） 

 

最善の保育環境を 

大畑美紀議員の

一般質問 

裏面にも一般質問

を掲載しています 

政治とカネ 
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今津議員の辞職勧告決議案 
１３対１５で否決 

新
は
つ
か
い
ち 
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弁
護
士
に
よ
る 

日
本
共
産
党 

無
料 

生
活
・
法
律
相
談 

毎
月
第
２
日
曜 

西
部
地
区
事
務
所 

37－ 0171

15 年間（1995～2009 年）で各党が受け取った 

政党助成金額 
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助成金額 2260 1209 351 315 584

自民 民主 公明 社民 その他

（億円）

民主党、小沢幹事長の資金管理

団体の土地購入疑惑事件の背景

には自民党時代から続く企業・団

体献金があります。 

大
畑 

①
新
政
権
は
、
全
国
一
律
の
保
育
所
面
積
最

低
基
準
を
下
回
る
こ
と
を
認
め
る
方
針
で
あ
る
。
現

行
基
準
は
最
低
の
も
の
で
引
き
上
げ
こ
そ
が
必
要
で

あ
る
。
市
と
し
て
抗
議
す
べ
き
で
あ
る
。 

②
玖
島
・
浅
原
・
鳴
川
保
育
園
は
園
児
数
が
減
っ
て

お
り
、
市
は
今
後
の
園
児
数
の
推
移
に
よ
っ
て
、
統

廃
合
も
検
討
す
る
と
の
方
針
で
あ
る
、
保
育
園
や
学

校
は
子
ど
も
自
身
の
成
育
・
教
育
だ
け
で
は
な
く
、

地
域
に
と
っ
て
独
自
の
役
目
が
あ
る
。
保
育
園
や
学

校
が
あ
れ
ば
若
い
世
代
が
住
む
よ
う
に
な
る
。
公
共

施
設
の
廃
止
は
地
域
の
崩
壊
を
促
す
。
地
域
の
子
育

て
や
地
域
の
存
続
に
大
き
く
か
か
わ
る
問
題
で
あ

り
、
行
政
も
地
域
住
民
と
一
緒
に
保
育
園
が
存
続
で

き
る
方
策
を
考
え
て
い
く
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

 



大
畑 

①

12
月
施
行
の
改
正
農
地
法
（
日
本
共
産
党
は
反
対
）で
、

農
業
委
員
会
の
業
務
量
、
責
任
が
大
き
く
な
る
。
本
市
農
業
委
員

会
か
ら
も
要
望
が
出
さ
れ
て
お
り
、
農
業
委
員
会
事
務
局
体
制
強

化
の
た
め
の
予
算
・
人
員
を
増
や
す
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

②
現
在
、
本
市
の
認
定
農
用
地
は
吉
和
地
域
と
佐
伯
地
域
の
玖

島
・
浅
原
の
、
ほ
場
整
備
完
了
地
区
の
み
で
あ
る
。
認
定
農
用
地

を
増
や
す
考
え
は
な
い
か
。 

③
日
本
が
諸
外
国
と
結
ぶ
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
自
由
貿
易
協
定
）
や
Ｅ
Ｐ
Ａ

（
経
済
連
携
協
定
）
は
、
日
本
の
農
業
と
食
料
を
は
じ
め
、
国
民

の
利
益
に
大
き
な
打
撃
を
与
え
る
。
日
豪
Ｆ
Ｔ
Ａ
や
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ

締
結
に
対
し
反
対
の
意
思
を
示
す
べ
き
だ
が
市
長
の
見
解
は
。 

 

答
弁 

市
長 

 

①
今
年
度
、
農
林
水
産
課
の
４
名
を
新
た
に
兼

任
職
員
と
し
た
。
７
月
に
本
市
と
農
業
委
員
会
、
Ｊ
Ａ
佐
伯
中
央
、

広
島
県
で
「
地
域
担
い
手
育
成
総
合
支
援
協
議
会
」
を
設
立
。
適

正
な
農
地
管
理
、
担
い
手
育
成
な
ど
総
合
的
な
市
農
政
を
展
開
し

た
い
。 

②
農
用
地
エ
リ
ア
設
定
で
農
業
基
盤
整
備
事
業
の
採
択
が
受
け

や
す
く
な
る
。
一
方
、
転
用
申
請
が
で
き
な
く
な
る
な
ど
の
規
制

が
あ
る
た
め
、
地
域
住
民
の
総
意
が
必
要
で
あ
り
、
市
と
地
域
住

民
と
の
相
互
理
解
で
エ
リ
ア
設
定
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。 

③
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
つ
い
て
は
日
本
農
業
の
根
本
を
揺
る
が
し
か
ね
な

い
極
め
て
重
要
な
問
題
で
あ
る
と
認
識
。
Ｆ
Ｔ
Ａ
農
業
交
渉
に
当

た
っ
て
は
、「
適
切
な
国
境
措
置
の
確
保
」
、
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
に

当
た
っ
て
は
、
「
米
・
牛
肉
・
乳
製
品
な
ど
重
要
品
目
を
関
税
撤

廃
の
対
象
か
ら
除
外
す
る
よ
う
交
渉
を
」
な
ど
全
国
市
長
会
を
通

じ
て
要
請
し
た
。
新
政
権
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
あ
る
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ

交
渉
は
、
農
林
漁
業
・
農
山
漁
村
の
衰
退
を
招
く
事
態
は
避
け
る

と
し
て
い
る
。
今
後
の
動
向
を
よ
く
見
て
必
要
に
応
じ
国
に
要
請

し
て
い
き
た
い
。 

 

大
畑 
市
街
化
区
域
の
農
地
は
、
相
続
税
猶
予
措
置
な
ど
は 

あ
る
が
、
固
定
資
産
税
や
都
市
計
画
税
の
支
払
い
が
重
く
、
維

持
で
き
ず
手
放
し
て
し
ま
う
例
が
多
い
。
市
街
化
調
整
区
域
で

も
耕
作
で
き
な
い
農
地
が
さ
ら
に
増
え
て
い
く
と
予
想
さ
れ

る
。
市
街
地
の
農
地
に
は
多
面
的
な
機
能
が
あ
り
、
近
年
、
都

市
農
業
の
価
値
を
見
直
す
動
き
が
出
て
い
る
。 

①
市
街
地
の
農
地
保
全
の
必
要
性
に
つ
い
て
市
の
考
え
を
問

う
。
都
市
計
画
に
位
置
付
け
る
べ
き
で
は
な
い
か
。 

②
防
災
協
力
農
地
と
し
て
、
農
地
所
有
者
と
市
や
Ｊ
Ａ
が
協
定

で
農
地
保
全
の
支
援
を
す
る
例
が
あ
る
。
本
市
で
も
検
討
し
て

は
ど
う
か
。 

③
市
街
地
の
農
地
の
固
定
資
産
税
の
評
価
は
宅
地
並
み
で
は

な
く
、
農
業
収
入
を
基
本
に
行
う
べ
き
で
は
な
い
か
。
ま
た
、

農
業
施
設
用
地
に
も
相
続
税
猶
予
制
度
適
用
を
広
げ
る
な
ど

税
制
の
見
直
し
を
国
に
求
め
る
必
要
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。 

 

答
弁 

永
尾
副
市
長 

①
市
街
化
区
域
で
は
、
都
市
的
土
地
利

用
へ
の
秩
序
あ
る
転
換
誘
導
と
と
も
に
、
景
観
形
成
や
防
災
上

の
貴
重
な
緑
地
と
し
て
、
多
面
的
な
活
用
を
促
進
す
る
よ
う
考

え
て
い
る
。 

②
必
要
性
の
有
無
も
含
め
、
他
市
の
事
例
等
を
研
究
し
た
い
。 

③
納
税
猶
予
制
度
は
、
自
作
農
の
み
の
適
用
か
ら
、
農
業
経
営

基
盤
強
化
促
進
法
に
よ
る
貸
付
農
地
に
も
適
用
さ
れ
る
こ
と

に
な
り
、
農
地
保
全
を
図
る
う
え
で
大
き
な
税
制
改
正
で
あ

る
。
し
か
し
、
市
街
化
区
域
で
は
適
用
さ
れ
ず
、
都
市
計
画
制

度
で
の
見
直
し
検
討
と
さ
れ
、
動
向
を
見
守
っ
て
い
る
。
市
街

化
区
域
内
で
の
適
用
拡
大
、
農
業
施
設
用
地
な
ど
へ
の
適
用
拡

大
を
広
島
県
農
業
会
議
等
で
議
論
し
た
い
。 

◆
農
地
法
の
一
部
改
正 
 

農
地
法
改
正
に
よ
り
、
企
業
も
個
人
も
原
則
自
由
に
長
期
に
農

地
を
借
り
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
「
企
業
参
入

に
よ
る
耕
作
放
棄
地
の
解
消
」
と
さ
れ
ま
し
た
が
、
土
地
条
件
の

悪
い
耕
作
放
棄
地
に
は
企
業
参
入
は
見
込
め
ず
、
産
廃
埋
立
て
な

ど
の
不
適
正
利
用
へ
の
懸
念
も
あ
り
ま
す
。 

ま
た
、
農
地
の
貸
し
借
り
の
許
可
や
利
用
状
況
調
査
を
行
う
農

業
委
員
会
の
責
任
は
た
い
へ
ん
重
く
な
り
ま
す
。 

農
産
物
の
輸
入
自
由
化
や
市
場
原
理
主
義
か
ら
、
農
業
、
国
民

の
食
料
を
守
る
農
政
に
転
換
す
べ
き
で
す
。 

◆
都
市
農
業 

農
地
の
税
額 

 

都
市
農
業
・
農
地
の
価
値
を
見
直
す
動
き
と
し
て
、
昨
年
10

月

「
都
市
農
業
サ
ミ
ッ
ト
」
が
開
か
れ
ま
し
た
。
政
府
内
で
も
都
市

計
画
の
見
直
し
検
討
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。 

本
市
で
は
現
在
、
農
業
を
続
け
る
こ
と
を
条
件
に

20

年
間
の

相
続
税
猶
予
制
度
が
あ
り
ま
す
が
、
固
定
資
産
税
の
評
価
額
は
宅

地
並
み
、
課
税
額
は
宅
地
の
３
分
の
１
が
限
度
額
で
す
。
市
街
地

で
は
、
い
わ
ゆ
る
「
路
線
価
」
が
高
く
な
る
た
め
、
農
地
の
税
額

も
高
く
な
り
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
都
市
農
地
の
税
額
は
農
業

収
入
を
基
本
に
す
べ
き
だ
と
考
え
ま
す
。 

都市農地を残すため、都市計画や税制の見直しを 
 

 

農地法改定やＦＴＡから日本農業を守れ 

 

 

◆
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
自
由
貿
易
協
定
）
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携
協
定
） 

 

Ｗ
Ｔ
Ｏ
（
世
界
貿
易
機
関
）
交
渉
は
世
界
の
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
や
Ｅ
Ｐ
Ａ
は

特
定
の
国
や
地
域
間
の
も
の
で
す
。
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
関
税
な
ど
の
障
壁
を
な

く
し
自
由
に
物
品
の
行
き
来
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
も
の
で
、
Ｅ
Ｐ
Ａ

は
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
加
え
、
も
っ
と
幅
広
い
経
済
関
係
の
強
化
を
図
る
協
定
で

す
。
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
Ｅ
Ｐ
Ａ
の
中
に
含
ま
れ
ま
す
。 

前
政
権
が
進
め
て
き
た
日
豪
Ｅ
Ｐ
Ａ
交
渉
、
新
政
権
が
進
め
て
い
る

日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
、
も
し
締
結
さ
れ
れ
ば
日
本
農
業
、
特
に
米
は
壊
滅

的
打
撃
を
受
け
ま
す
。 

 

大畑美紀議員

の一般質問 

 


